
平成２４年度 復興交付金事業等

文部科学省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(1,896) (1,896) (1,422)

0 0 0

＜1,896＞ ＜1,896＞ ＜1,422＞

(1,896) (1,896) (1,422)

0 0 0

＜1,896＞ ＜1,896＞ ＜1,422＞

(30,747) (30,747) (23,059)

0 0 0

＜30,747＞ ＜30,747＞ ＜23,059＞

(12,842) (12,842) (9,631)

0 0 0

＜12,842＞ ＜12,842＞ ＜9,631＞

(603) (603) (452)

0 0 0

＜603＞ ＜603＞ ＜452＞

(16,310) (16,310) (12,232)

0 0 0

＜16,310＞ ＜16,310＞ ＜12,232＞

(50,320) (50,320) (37,740)

0 0 0

＜50,320＞ ＜50,320＞ ＜37,740＞

(5,289) (5,289) (3,526)

0 0 0

＜5,289＞ ＜5,289＞ ＜3,526＞

(119,903) (119,903) (89,484) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜119,903＞ ＜119,903＞ ＜89,484＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県 担当者氏名

いわき市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

0

市町村名 電話番号 県）024-521-7119　市）0246-22-1216 0

合計額

都道県名 担当部局名 市）総合政策部　政策企画課

    

 市  市  直接101   A

        

102   A  -   2  -   4    永崎小学校校舎地震補強事業（非構造部材分）  永崎地区  市  市

 

 直接 1/3

 -   2  -   3  

 

 市  直接 1/2  埋蔵文化財試掘調査事業（岩間）  勿来地区岩間  市

 直接 1/2  四倉中学校校舎地震補強事業  四倉地区  市  市

1/2  永崎小学校校舎地震補強事業  永崎地区

  1

  5  5   A  -   4  -

 A  -   4  -

51   A  -   2  -

 埋蔵文化財試掘調査事業（豊間）  平地区豊間  市  市  直接 1/2

1/2

4   A  -   4  -   4   

  埋蔵文化財試掘調査事業（薄磯）  平地区薄磯  市  市  直接3    3  

 

 市  直接 1/2

2   A  -   4  -   2

  1    埋蔵文化財試掘調査事業（末続）
 久之浜地区末

続
 市1   A  -   4  -

 直接 1/2

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

  埋蔵文化財試掘調査事業（久之浜）
 久之浜地区久

之浜
 市  市

（様式１－４）

いわき市 復興交付金事業計画

省庁名： 令和元年6月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体



平成２５年度 復興交付金事業等

文部科学省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(170,989) (170,989) (128,241)

0 0 0

＜170,989＞ ＜170,989＞ ＜128,241＞

(20,431) (20,431) (13,620)

0 0 0

＜20,431＞ ＜20,431＞ ＜13,620＞

(50,319) (50,319) (37,739)

0 0 0

＜50,319＞ ＜50,319＞ ＜37,739＞

(5,288) (5,288) (3,525)

0 0 0

＜5,288＞ ＜5,288＞ ＜3,525＞

(32,680) (32,680) (24,510)

0 0 0

＜32,680＞ ＜32,680＞ ＜24,510＞

(9,840) (9,840) (7,380)

0 0 0

＜9,840＞ ＜9,840＞ ＜7,380＞

(16,752) (16,752) (12,564)

0 0 0

＜16,752＞ ＜16,752＞ ＜12,564＞

(41,664) (41,664) (31,248)

0 0 0

＜41,664＞ ＜41,664＞ ＜31,248＞

(6,674) (6,674) (5,339)

0 0 0

＜6,674＞ ＜6,674＞ ＜5,339＞

(354,637) (354,637) (264,166) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜354,637＞ ＜354,637＞ ＜264,166＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県 担当者氏名

いわき市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

市町村名 電話番号 県）024-521-7119　市）0246-22-1216 0

合計額

都道県名 担当部局名 市）総合政策部　政策企画課

【他事業へ流用】（平成30年1月17日）
流用先：A-4-6埋蔵文化財発掘調査事業
流用額：【H25】5,173千円（国費：3,879千円）【工事
費】
流用後交付対象事業費：95,466千円（国費：71,600
千円）

0

169  ◆  A  -   4

    

 県  県  直接148   A

 

 市  直接

      

  6  -   1  出土遺物整理収蔵施設整備事業  常磐地区  市

166   A  -   4  -   9    埋蔵文化財発掘調査事業  夏井地区  県  県

 -

 

 直接 1/2

4/5

 

 -   4  -   8  

 

 市  直接 1/2  埋蔵文化財発掘調査事業  市全域  市

 直接 1/2  埋蔵文化財発掘調査事業
 下仁井田地

区
 県  県

1/2  埋蔵文化財発掘調査事業  錦・関田地区

  7

  6  103   A  -   4  -

 A  -   2  -

128   A  -   4  -

 永崎小学校校舎地震補強事業（非構造部材分）  永崎地区  市  市  直接 1/3

1/2

102   A  -   2  -   4   

  永崎小学校校舎地震補強事業  永崎地区  市  市  直接101    3  

 

 市  直接 1/2

100   A  -   2  -   2

  1    四倉中学校校舎地震補強事業  四倉地区  市51   A  -   2  -

 直接 1/3

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

  四倉中学校校舎地震補強事業（非構造部材分）  四倉地区  市  市

（様式１－４）

いわき市 復興交付金事業計画

省庁名： 令和元年6月時点

No. 事業番号
（注１）

事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体



平成２６年度 復興交付金事業等

文部科学省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(6,608) (6,608) (4,956)

0 0 0

＜6,608＞ ＜6,608＞ ＜4,956＞

(4,231) (4,231) (3,173)

0 0 0

＜4,231＞ ＜4,231＞ ＜3,173＞

(32,680) (32,680) (24,510)

0 0 0

＜32,680＞ ＜32,680＞ ＜24,510＞

(239,904) (239,904) (191,923)

0 0 0

＜239,904＞ ＜239,904＞ ＜191,923＞

(283,423) (283,423) (224,562) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜283,423＞ ＜283,423＞ ＜224,562＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県 担当者氏名

いわき市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

0

市町村名 電話番号 県）024-521-7119　市）0246-22-1216 0

合計額

都道県名 担当部局名 市）総合政策部　政策企画課

             

 A  -   4  -

 出土遺物整理収蔵施設整備事業  常磐地区  市  市  直接 4/5

1/2

169  ◆  A  -   4  -   6  -   1

  埋蔵文化財発掘調査事業  市全域  市  市  直接103    6  

 

 市  直接 1/2

5   A  -   4  -   5

  2    埋蔵文化財試掘調査事業（久之浜）
 久之浜地区久

之浜
 市2   A  -   4  -

 直接 1/2

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

  埋蔵文化財試掘調査事業（岩間）  勿来地区岩間  市  市

（様式１－４）

いわき市 復興交付金事業計画

省庁名： 令和元年6月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体



平成２８年度 復興交付金事業等

文部科学省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(16,879) (16,879) (12,659)

0 0 0

＜16,879＞ ＜16,879＞ ＜12,659＞

(16,879) (16,879) (12,659) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜16,879＞ ＜16,879＞ ＜12,659＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県 担当者氏名

いわき市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

  

0

市町村名 電話番号 県）024-521-7119　市）0246-22-1216 0

 

合計額

都道県名 担当部局名 市）総合政策部　政策企画課

      

    

  

      

         

             

         

 市  直接 1/2  6    埋蔵文化財発掘調査事業  市全域  市103   A  -   4  -

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

【他事業より流用】（平成30年1月17日）
流用元：A-2-3永崎小学校校舎地震補強事業
流用額：【H25】5,173千円（国費：3,879千円）【工事
費】
流用後交付対象事業費：87,412千円（国費65,558千
円）

（様式１－４）

いわき市 復興交付金事業計画

省庁名： 令和元年6月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体


